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「人権啓発関係業務」公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 事業の目的 

本市では、人権問題を重要な課題と位置づけ、2001(平成13)年に「八尾市人権尊重の社会づくり

条例」を制定し、同条例に基づき「八尾市人権尊重の社会づくり審議会」を設置している。人権施策を

推進する際の基本方向として、「人権意識の高揚を図るための施策」を掲げ、審議会の答申を受けて策

定した「八尾市人権教育・啓発プラン」に沿って、人権尊重の視点に立ったまちづくりを進めている。 

また、人権擁護にかかる計画の策定については、国における法制化の動向を注視する必要があり、

具体的な取り組みとして、適切な助言や情報提供などの支援を行うとともに、関係機関等との連携や

協力を通して課題や必要な取り組みの把握に努めるなど、「人権擁護に資する施策」を推進している。 

   一方、今日もなお、人種や性別、障がいがあることなどを理由とした多くの人権侵害事案が発生す

る中、インターネット上への差別的な書き込みや動画投稿、新型コロナウィルス感染症に関連した誹謗

中傷など、その様相は、社会・経済情勢の変遷とともに、多様化・複雑化している。 

   こうした中、2025年に開催される関西万博では開催テーマの一つに、SDGsの理念である、「一人

ひとりの人権が尊重され、ともに認め合い、差別のない、すべての生活領域で誰一人取り残されるこ

となく安心して暮らすことのできる社会の実現」が掲げられている。 

本市においても、この万博の開催を人権啓発の好機ととらえ、民間事業者の実績やノウハウを活用

し、万博開催に向けた取組みと連動した効果的かつ効率的な人権啓発業務の提案を求めるものであ

る。 

 

２ 事業の概要 

（１）業務名 

人権啓発関係業務 

（２）業務の概要 

別添「人権啓発関係 

業務」委託業務仕様書（以下、「仕様書」という）のとおり。 

 

３ 契約期間 

令和５年４月１日から令和６年３月31日まで 

※業務の目的が適切に実現され、仕様どおり実施が行われていることを本市が確認した場合は、上

記委託予定期間終了後最大４年間は、公募によらず当該団体と委託契約をすることができる。翌年

度の契約の可否については、委託期間中の業務の実施状況等をもとに八尾市が決定する。 

ただし、この場合であっても翌年度の予算の成立内容により、契約内容が変更となる場合がある。 

 

４ 提案上限額 

６,３７６,０００円（諸経費、消費税等、本業務に係る一切の費用を含む。）を上限とする。 
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５ 委託契約の方法等 

（１）本業務の契約は随意契約とする。 

（２）契約の相手方の選定方式 

公募により企画提案を募集し、その内容を審査して、最良の提案をしたものを随意契約の相手方と

する手続き（公募型プロポーザル方式）により選定する。 

（３）契約保証金については、八尾市財務規則（昭和39年八尾市規則第33号）第122条に該当する場

合は免除するものとする。 

（４）業務の履行に当たっては、第三者に再委託してはならない。ただし、委託業務全体に大きな影響

を及ぼさない一部の業務について、あらかじめ本市の書面による承諾を得たときはこの限りでは

ない。第三者に受任業務を再委託する場合においては、業務遂行に当たって得た情報に関し、本

件業務仕様書で求められる水準同等以上の守秘契約を当該第三者と締結し、かつ、当該第三者は

当該守秘義務に関し八尾市に誓約書を提出するものとする。 

（５）契約に際しては、本市の契約規則を遵守することとする。 

 

６ 参加資格要件 

参加するものは、下記のすべての要件を満たすものであることとする。 

(１)法人格を有する者であること。 

（２）過去に国（公社、公団を含む。）または地方公共団体との間で締結した本業務に類似する委託業務

の完了実績を有していること。 

(３)八尾市財務規則（昭和39年八尾市規則第33号）第98条の規定の入札参加資格を備えているこ

と。 

（４）会社更生法（平成14年法律第154号）及び民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく申立て 

がなされていないこと。 

（５）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(6)市民税・府民税の特別徴収を実施していること、又は次年度からの特別徴収の開始を制約してい

ること。 

（７）「八尾市入札参加停止要綱」に基づく入札参加停止措置を受けていない者であること。 

（８）「八尾市契約関係暴力団排除措置要綱」に基づく入札等排除措置を受けていない者であること。 

（９）「八尾市契約関係暴力団排除条例（平成25年八尾市条例第20号）」第２条第１号に規定する暴力 

団又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者でないこと。 

 

７ スケジュール 

 実施内容等 提出書類 実施日 

１ 申込期間 様式１ 

様式２ 

様式３ 

令和５年２月７日(火)～28日（火）午後5時まで 

２ 質問の受付期間  様式４ 令和５年２月7日(火)～13日（月）午後5時まで 

３ 質問の回答期限   令和５年２月17日(金) 
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４ 書類審査に基づく審査結果通知 

及びプレゼンテーション実施要請通知 

 令和５年3月10日(金) 

５ プレゼンテーション審査日  令和５年3月20日(月) 水道局２階第２会議室 

６ 審査結果通知   令和５年３月２4日（金） 頃 

７ 契約の締結   令和５年４月１日（土） 

 

 

 

８ 質問の受付及び回答 

実施要領及び仕様書等に関する質問は、下記により受け付け、回答を行う。 

（１）受付期間 

令和５年２月7日（火）～2月13日（月）午後５時までとする 

（２）質問の方法 

様式４に記入の上、電子メールにより提出すること。 

電話や口頭による質問の受付は行わない。 

なお、質問を行う場合は、受信確認のための電話連絡を行うこと。 

（３）質問書の提出先電子メール：jinkenseisaku@city.yao.osaka.jp 

八尾市人権ふれあい部 人権政策課   TEL：０７２-９２４-3８３０ 

（４）質問に対する回答 

令和５年２月１7日（金）午後５時までに本市ホームページ上に回答を掲載する。 

 

９ 参加申込書及び資格確認書類、企画提案書等の提出 

応募者は、下記により参加申込書及び資格確認書類、企画提案書等を提出すること。 

（１）参加申込書及び資格確認書類の提出 

応募者は、下記書類①から⑥を各１部提出すること。なお「令和４年度八尾市物品の買入れ等に係る

競争入札参加資格者名簿（物品・委託・役務等）」に登録されている事業者は、※印の書類の提出は不

要とする。 

① 参加申請書（様式１） 

② 誓約書（様式１－１） 

③ 事業者概要（様式２） 

④ 納税証明書（その３の３） ※  発行場所：税務署 

⑤ 法人登記簿謄本（写し可） ※  発行場所：法務局 

⑥ 印鑑証明書（写し可） ※  発行場所：法務局 

（２）企画提案書等の提出 

   企画提案に関する下記３つの書類を必要部数提出すること。 

① 企画提案書かがみ（様式３－１） 原本1部 

② 企画提案書（様式３－２） 原本1部+副本７部 

・企画提案書は仕様書の内容を踏まえ、「１１（１）審査基準」に記載されている評価項目を考慮して作

成すること 

mailto:jinkenseisaku@city.yao.osaka.jp
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・企画提案書は様式３－２を使用し、ページ数は必要に応じて増やすことも可能。ただし、A4サイズ

片面換算１０ページ以内で作成すること 

   ・副本7部については、事業所名等を黒塗りにする等、事業者を特定できないようにすること。 

・企画提案書の作成にあたって必要となる資料等については下記を参照すること。 

１．第２次八尾市人権教育・啓発プラン（改定版） 

https://www.city.yao.osaka.jp/0000033671.html 

２． 八尾市第6次総合計画『八尾新時代しあわせ成長プラン』 

 https://www.city.yao.osaka.jp/0000056162.html 

③ 経費見積書及び積算内訳書（Ａ４版様式自由） 原本１部 

・様式は自由とするが、提案者名を記載し、代表者印を押印すること。 

・提案記載の見積り内容（消費税含まない）には、仕様書に掲げる作業内容を可能な限り内訳 

に記載すること。 

（3）受付期間 

令和5年2月７日（火）～２月２８日（火） ※午後５時までとする 

（４）提出方法 

上記書類（１）（２）を、持参もしくは郵送（書留、簡易書留、特定記録郵便に限る）により提出すること。

電子メール・FAXでは提出は不可とする。 

※郵送後に、書類提出した旨、電話連絡すること。 

（５）提出先 

八尾市人権ふれあい部人権政策課 

〒581-0003  大阪府八尾市本町１－１－１ 八尾市役所本館３階 

（６）失格または無効 

以下のいずれかの事項に該当する場合は、失格または無効とする。 

① 提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの。 

② この要領で指定する作成様式、記載上の留意事項に示された条件に適合しないもの。 

③ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

④ 虚偽の内容が 記載されているもの。 

⑤ 同一法人から２件以上の提案をするもの。 

 

10 参加申込書提出後の辞退について 

参加申込書提出後、辞退する場合は、｢参加辞退届｣（様式５）を記入し、上記同様、持参か郵送（書

留、簡易書留、特定記録郵便に限る）で提出すること。 

なお、参加辞退届提出後はいかなる理由があっても、本プロポーザルへの参加は認めない。 

 

1１ 選定方法 

「人権啓発関係業務」受託候補者選定会議（以下「選定会議」という。）において審査基準に基づきプ

レゼンテーション審査を行い、事業受注候補者を選定する。 

（１）書類審査 

    参加申込者が５者以上となった場合、書類審査により選考し、令和５年３月１０日（金）までに参加申

https://www.city.yao.osaka.jp/0000033671.html
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込者に書類審査結果を通知する。 

なお、４者以下の場合、書類審査は行わず、参加資格のある参加申込者に対してプレゼンテーション

実施要請のみ通知する。 

（2）プレゼンテーション審査 

企画提案書の審査及び事業受注候補者の選定を行うため、下記により実施する。 

① 日程・場所 

日程：令和５年３月２０日（月） 

場所：八尾市水道局２階 第２会議室         ※詳細については、後日通知することとする。 

② プレゼンテーションの実施方法 

・１事業者あたり30分（プレゼンテーション20分、質疑応答10分）以内とする。 

・プレゼンテーションの内容は、提出のあった提案書の内容に基づくものとする。 

・プレゼンテーションにおいて、追加資料の提出は可能とする。 

・参加者は、１事業者あたり２名までとする。 

③ 注意事項 

新型コロナウィルスの感染状況によっては、プレゼンテーション審査の延期や書類審査のみで選

考する可能性がある。 

④  評価項目及び審査基準 

評価項目と審査基準は、下表のとおりとする。 

 

審査基準・項目 
配点 

（110/110） 

Ａ 提案内容 

 １ 当該業務を実施するにあたっての考え方や業務の進め方 

 

業務遂行の考え方 

本業務の目的を十分に理解しているか。 

２５ 

業務遂行の考え方が、時代の流れに沿って、将来を

見据えたものとなっているか。 

現状や課題の認識 

本市の人権課題等を認識しているか。 

市民への人権啓発の重要性を認識し、事業受注候

補者が担う役割を明確に示されているか。 

業務の進め方 
業務の進め方が効率的、効果的なものとなってい

るか。 

２ 仕様書に定める業務についての実施方法 

 提案内容の網羅性 仕様書の業務範囲を全て提案しているか。 

３０ 
提案内容の具体性 

事業者としての知識を活かした啓発の手法が示さ

れているか。 

提案内容における

創意工夫 
創意工夫を凝らした提案内容となっているか。 
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Ｂ 業務実施体制 

 
従事者の業務遂行能力 

業務実施体制や業務への従事者の能力が、業務を

遂行するにあたり十分なものとなっているか。 

25 従事者の能力の向上 
従事者の能力や情報収集力向上のための手法が示

されているか。 

連絡体制 
業務実施体制が、本市担当者との日常的な連絡や

情報交換を密にできる体制となっているか。 

Ｃ 会社概要及び業務実績  

 

 業務実施への適性 
会社の概要及び他自治体での実績等が、当該業務

を遂行するにあたり十分なものであるか。 

 

１０ 

Ｄ 経費見積額 

 
見積額 提案上限額に対して見積額は妥当か。 20 

 

（２）プレゼンテーション審査結果の通知 

審査結果については、令和５年３月２4日（金）頃に全てのプレゼンテーション審査参加者に通知する

とともに、事業受注候補者の名称を市のホームページで公表する。 

なお、審査結果の通知後、事業受注候補者が辞退もしくは失格となった場合については、次点の者を

事業受注候補者とする。 

 

12 注意事項 

（１）企画提案書等作成のために生じた諸費用は、全て提案者の負担とする。 

（２）提出物は返却しないものとし、また当業務に係る提案募集の審査以外には使用しないこととする。 

（３）ただし、本市がプロポーザルに関する報告、公表等のために必要な場合は、複製、編集、頒布ならび

に公開（公衆送信可能化を含む）できるものとする。 

（４）提出書類等は、八尾市情報公開条例に基づく開示請求があった場合には、対象文書として公開する 

場合がある。事業者の技術等公開になじまない内容は、提案者の判断により企画提案書へは記載せ

ず、プレゼンテーション時の提案としても差し支えない。 

（５）応募者が１者の場合でも、審査基準に照らして選定会議において総合的に評価を行う。 

（６）審査における配点合計点が60％に満たない場合、失格とする。 

（７）各審査基準項目について、1項目でも提案がない項目があれば、配点合計点に関わらず失格とする。 

（8）各審査基準項目について、評価が0点の項目がある場合は、配点合計点に関わらず失格とする。 

（9）審査の合計点の同じ者が２者以上あるときは、「Ａ 提案内容」の得点が高い者を「事業受託候補者」 

として選定し、「A 提案内容」の得点が同じ場合は「B 業務実施体制」の得点が高い者を、Ｂの得点も

同じ場合は「C 会社概要及び業務実績」の得点が高い者を、Ｃの得点も同じ場合は「Ｄ 経費見積額」

が高い者を「事業受託候補者」として選定する。 

なお、「Ｄ 経費見積額」も同じ場合は、選定委員の議決により「事業受託候補者」を選定するものとす

る。 
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1３ 契約期間満了に伴う引継ぎ 

契約期間が満了し、業務の受託者が変わる場合には、円滑な引継ぎに協力するとともに、必要なデー

タを提供する等、適正な引継ぎに努めること。 

 

14 その他 

当該プロポーザルについては、令和５年３月市議会で令和５年度歳入歳出予算が成立することを前提

とした年度開始前準備行為であり、本委託業務における予算が成立した場合には、令和５年度４月契

約を行うこととし、予算が成立しなかった場合には、本プロポーザルにおいて決定された事項はなか

ったものとする。 

その場合においても、当該応募に要したすべての費用について、本市に請求することはできず、 参

加者の負担となる。 

 

15 問合せ先 

〒581-0003 大阪府八尾市本町１－1－１ 八尾市役所３階 

八尾市 人権ふれあい部 人権政策課 

担当：池田（いけだ）・田中（たなか） 

TEL ：072－924－3８３０(直通) FAX ：072－924－0175 

E-mail：jinkenseisaku@city.yao.osaka.jp 


